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１ 「モバイル市場の競争環境に関する研究会」
中間報告書の指摘
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 現在、MVNOがMNOに支払う接続料（ネットワークの利用料）は、過去の実績（原価、需要等）に基づく「実績原価方式」
により算定。

 MVNOにおける予見性確保、キャッシュフロー負担軽減を図り、公正競争を確保するため、2020年度から、合理
的な予測に基づく「将来原価方式」による算定とすべき。（制度の詳細は今後専門家による検討体制で集中的に議論。省令改正
事項。）

前年度 当年度 翌年度 翌々年度

接続料

過去の実績に基づき、接続料を算定。

前々年度実績
に基づき

接続料算定

① 精算額が当年度末や翌年度末に確定するた
め、予見性が確保されず、原価管理に支障。

② 接続料の低下局面では、前々年度実績に基
づく相対的に高い接続料による支払いを要し、
過大なキャッシュフロー負担。

月々の支払い

前年度実績
に基づき
一次精算

当年度実績
に基づき
二次精算

前年度 当年度 翌年度 翌々年度

接続料

合理的な予測
に基づき

接続料算定

月々の支払い

当年度実績
に基づき

予測との乖離を調整

接続料 接続料 ・・・

合理的な予測に基づき、単年度あるいは複数年
度の接続料を算定。

① 当年度の接続料の予見性が確保される。

② 前々年度実績に基づく支払いが不要となり、
キャッシュフロー負担が軽減。

③ 複数年度の接続料も算定される場合、予見性
の一層の向上が期待。

「実績原価方式」（現在） 「将来原価方式」（2020年度以降）

概要



4「モバイル市場の競争環境に関する研究会」中間報告書（2019.4）（抜粋）①

第５章 事業者間の競争条件に関する事項

１.接続料算定の適正性・透明性の向上

(3) 対応の方向性

① 適正性の向上

MNOとMVNOとの公正競争の確保に向けて、接続料に関する予見性の確保及びキャッシュフロー負担等の競争条件の
同等性の確保が重要であり、接続料の算定方法についても、その適正性の一層の向上が必要である。

その点において、「将来原価方式」は、接続料が合理的な将来予測に基づき当年度開始前に算定されるため、当年度
の接続料に関する予見性が向上すること、前々年度実績値に基づく支払いが不要となり、キャッシュフロー負担が軽減す
ること等のメリットがあるとともに、将来の複数年度の接続料が算定される場合には、予見性の一層の向上も期待される
ものである。原価等の正確な予測は難しい面があるとの指摘もあるが、事業者における設備投資、減価償却費等の予想
の状況や近年の接続料の変化傾向等から、一定の精度の予測を行うことは可能と考えられる。また、予測と実績の乖離
については、精算や乖離額調整を導入することによる対応が考えられる。

そのため、MNOとMVNOとの公正競争の確保に向けて、少なくともデータ伝送交換機能について、2020年度に適用され
る接続料（2019年度に届出）から「将来原価方式」により算定するべく、総務省においては、そのために必要な制度整備に
速やかに着手すべきである。具体的な算定方法の在り方については、専門家による検討体制により、一種指定制度にお
ける接続料の算定方法に関する知見の蓄積も活用しつつ、次のような検討事項について集中的に議論を行うことが適当
である（図表３参照）。あわせて、現在該当年度の翌年度末に実施されている接続料算定の早期化を求めることについて
検討すべきである。

• 二種指定制度では対象事業者が複数存在すること等を踏まえ、合理的な予測の方法を各社共通なものとして予
め定める必要があるか。定める場合、どのような方法とすることが適当か。

• 予測と実績の乖離については、いずれかの方法により事後的に調整することが適当であると考えられるところ、
具体的にどのような方法により調整を行うことが適当か。

• 「将来原価方式」により算定する接続料は、データ伝送交換機能のみでよいか。
• 算定期間及び算定頻度をどのように設定するのが適当か。例えば、３年分の予測を毎年度行うといった方法はど

うか。
• 原価等のさらなる精緻化の観点から検討すべき事項はないか。



5

図表３ 「将来原価方式」により算定する場合の要検討事項

一種指定制度における

「将来原価方式」の概要

二種指定制度において「将来原価方式」により算定する場合の

要検討事項

①
合
理
的
な
将
来
予
測

方
法

・ 「原価」及び「利潤」の算定の基礎となる「設備管理運営費」と「正味固定
資産価額」について、合理的な将来の予測に基づき算定すること、「需
要」について、将来の合理的な通信量等の予測値を使用することが、第
一種指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省令第64号。以下
「一種接続料規則」という。）に規定。

・ これらの３項目の具体的な将来予測の方法は、法令やガイドラインで規
定されておらず、基本的に事業者の判断に委ねられており、認可の過程
でその適切性を判断。

・ 一種指定制度と異なり認可制ではないこと、対象事業者が複数存在す
ることを踏まえ、具体的な将来予測の方法を予め定める必要があるので
はないか。

・ 定めることとする場合に、どのような将来予測の方法とするのが適当か。

・ 「原価」及び「需要」の算定方法については、これまで必ずしも十分な見
直しが行われてきたとは言えないところ、さらなる精緻化の観点から検討
すべき事項はないか。

②
予
測
と
実
績
の
乖
離
の

調
整

・ 一種接続料規則において、予測と実績の差額の調整は予定されていな
いが、光信号端末回線伝送機能（加入光ファイバ）においては、予測と実
績の乖離が外的要因により生じる可能性もあり、その場合の実績費用と
実績収入の乖離額を事業者のみに負担させることは適当ではないこと
から、事業者からの申請により事後的に「乖離額調整」が認められてい
る（一種接続料規則第３条の規定に基づく許可）。

・ 「乖離額調整」は、予測と実績の乖離に起因する接続料の支払差額を、
次期接続料に反映する方法により行われている。

・ 予測と実績の乖離をどのような方法により調整することが適当か。

※ 二種指定制度で採用されている「精算」は、各社ごとの精算となるの
で、市場変化が激しい状況では「乖離額調整」よりもMVNO間の公平
性は確保されるが、予見性の面で劣る。

※ 「乖離額調整」では、差額が生じる時期と調整がされる時期が一致し
ないことから、市場変化が激しい状況において、MVNO間の公平性が
確保されない可能性がある。

・ 調整方法を予め定める必要はあるか。

③
適
用
要
件

・ 一種接続料規則により、新規であり、かつ、今後相当の需要が見込まれ
る役務である場合又は接続料の急激な変動を緩和する必要があるとき
に「将来原価方式」を用いることが可能。

・ 現在、いずれも今後相当の需要が見込まれる役務として、NGNに関する
機能と光信号端末回線伝送機能（加入光ファイバ）において用いられて
いる。

・ 二種指定制度では音声伝送交換機能、データ伝送交換機能、MNP転送
機能及びSMS伝送交換機能の４つのアンバンドル機能が設定されてい
るところ、「将来原価方式」の適用はデータ伝送交換機能のみでよいか。

④
接
続
料
算

定
期
間
等

・ 接続料の算定期間は、一種接続料規則において「５年までの期間の範
囲内」で選択可能とされている。

・ 直近では、NGNに関する機能においては１年、光信号端末回線伝送機
能（加入光ファイバ）においては３年から４年の算定期間をNTT東西が設
定し、認可申請を行っている。

・ 接続料の算定期間や算定頻度をどのように設定することが適当か。例
えば、３年分の予測を毎年度行うといった方法はどうか。

・ 接続料の報告時期について、現在は年度末に提出されているところ、こ
れを早めることは可能か。

「モバイル市場の競争環境に関する研究会」中間報告書（2019.4）（抜粋）②
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２ 二種指定制度における接続料の算定方法



7概要

（１）アンバンドル機能

①音声伝送交換機能 ②データ伝送交換機能 ③MNP転送機能 ④SMS伝送交換機能

 次の４つの機能について、接続料及び接続条件の設定が義務付けられている。

（２）接続料の算定方法

接続料単価
需要

適正な原価 適正な利潤＋
≦

 二種接続料規則において、原価、利潤及び需要の実績値に基づく「実績原価方式」による接続料算定方法について規定さ
れている。

 施行規則において、接続料算定の適正性を検証するための算定根拠の提出について規定されている。

 事業法において、接続料は適正原価＋適正利潤を上限として設定する旨規定されている。

 二種指定制度における接続料は、事業法第34条第３項の規定により、「能率的な経営の下における適正な
原価に適正な利潤を加えたもの」を超えてはならないとされ、その算定対象機能や具体的な算定方法は、二
種接続料規則、施行規則、ガイドライン等で規定されている。

 接続料算定の適正性については、接続約款届出の後、接続料の算定根拠をもとに総務省で検証している。



8（参考） 関係条文

○電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）（抄）

（第二種指定電気通信設備との接続）
第三十四条 （略）
２ （略）
３ 総務大臣は、前項（第八項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により届け出
た接続約款が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該第二種指定電気通信設備を設置
する電気通信事業者に対し、相当の期限を定め、当該接続約款を変更すべきことを命ずることがで
きる。
一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていないとき。
イ （略）
ロ 総務省令で定める機能ごとの第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべ
き金額

ハ～ホ （略）
二 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額が能率的な経営の下にお
ける適正な原価に適正な利潤を加えたものを算定するものとして総務省令で定める方法により算
定された金額を超えるものであるとき。

三・四 （略）
４～９ （略）



9（１） アンバンドル機能

１ 音声伝送交換機能 第二種指定中継交換機により音声その他の音響の伝送交換を行う機能

２ データ伝送交換機能（注）

他事業者が設置する電気通信設備と第二種指定電気通信設備をＧＰＲＳ
トンネリングプロトコルが用いられる通信方式を用いて接続（※）した上で、
当該他事業者が設置する電気通信設備と特定移動端末設備との間で専
ら符号又は影像の伝送交換を行う機能（CDMA2000を除く。）
※：L2接続のこと。

３ 番号ポータビリティ転送機能
番号ポータビリティにより、電気通信役務の提供を受ける電気通信事業
者を変更した利用者に係る特定移動端末設備へ着信する通信を第二種
指定中継交換機を介して他事業者との相互接続点に転送する機能

４ ショートメッセージ伝送交換機能
特定移動端末設備間において電気通信番号を用いて行われる文字の伝
送交換を行う機能

 事業法第34条第３項第１号ロの接続料を適正かつ明確に定めるべき機能（アンバンドル機能）は、二種接続
料規則第４条に規定されている。

注：データ伝送交換機能は、次の３部分に区分して接続料を算定することとされている。

① ②及び③に掲げる部分以外のもの（単位：回線容量）
② 事業者が設置するその一端が特定移動端末設備に接続される伝送路設備に関する情報の管理及び端

末の認証その他これらに付随するもの（単位：回線数）
③ ＳＩＭカードの提供に係るもの（単位：枚数）
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正味固定資産価額＋繰延資産＋投資その他の資産＋貯蔵品＋運転資本

（２） 接続料の算定方法

二種接続会
計規則「役務
別固定資産
帰属明細表」
の帳簿価額を
基礎として算
定された額

繰延資産、投資その他
の資産及び貯蔵品の額
のうち、第二種指定電気
通信設備の管理運営に
不可欠であり、かつ、収
益の見込まれないものを
基礎として算定

設備管理運営費（減
価償却費、固定資産
除却損及び租税公課
相当額を除く。）×
（機能の提供から接
続料収納までの平均
的な日数／365日）

負債の額が
負債資本合
計の額に占
める割合の
実績値を基
礎として算
定

有利子負債（社債、借入金及びリース債務）に対する利子率及び
有利子負債以外の負債に対する利子相当率を、有利子負債及び
有利子負債以外の負債が負債の合計に占める比率により加重平
均したもの

有利子負債の額に対す
る営業外費用のうち有
利子負債に係るものの
額の比率の実績値を基
礎として算定

当該負債の性質及び安全な
資産に対する資金運用を行う
場合に合理的に期待し得る利
回りを勘案した値として総務
大臣が別に告示する値

期待自己資本利益率の過去３年間（リスク（通常の予測を超えて発生し得る危険）の低い金融商品の平均金利が、主要企業平均自己資本利益率に比して高い年度
を除く。）の平均値を基礎とした合理的な値

リスクの低い金融商品の平均金利＋β×（主要企業の平均自己資本利益率－リスクの低い金融商品の平均金利）

移動電気通信事業に係るリスク及び事業者の財務状況に係るリスクを勘案したものとして総務大臣が別に定める値又は１のいずれか低い方の値

有利子負債以外の負債の額が負債の額に占める比
率の実績値を基礎として算定

法人税、事業税及びその他所得に課せられる
税の税率の合計を基礎として算定された値

利潤

他人資本費用 ＝ レートベース × 他人資本比率 × 他人資本利子率

自己資本費用 ＝ レートベース × 自己資本比率（１－他人資本比率） × 自己資本利益率

利益対応税＝（自己資本費用＋レートベース×他人資本比率×有利子負債以外の負債比率×利子相当率）×利益対応税率

設備管理運営費

対象設備等に係る費用
の額を基礎として算定

二種接続会計規則
「移動電気通信役務
収支表」の費用を基礎
として算出

原価
二種接続会計規則「役務別固定資産帰属明細表」の資産に基づいて算定

※各項目の算定に用いる額は二種接続会計「貸借対照表」の額を用いる

二種接続会計規則「移動
電気通信役務収支表」の
費用に基づいて算定

需要
（通信料等の実績値）

＋

＋

＋



11（参考） 二種接続会計規則「移動電気通信役務収支表」



12（参考） 二種接続会計規則「役務別固定資産帰属明細表」
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（参考）一種指定制度における予測値の算定方法
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原価及び利潤

設備管理運営費 ＋＋ 調整額

概要

• 一種接続会計規則「固定資産帰属
明細表」の帳簿価額。

• 「将来原価方式」では、これと通信
量等の実績値を基礎として、合理
的な将来の予測に基づき算定。

• 機能ごとの通信量等の直近の実
績値。

• 「将来原価方式」では、これに代
えて将来の合理的な機能ごとの
通信量等の予測値を用いる。

レートベース = （正味固定資産価額×（１＋繰延資産比率＋投資等比率＋貯蔵品比率）＋運転資本）
×原価及び利潤の算定期間

＝

接
続
料

需要

他人資本費用
（レートベース×
他人資本比率×
他人資本利子率）

＋ ＋
自己資本費用

（レートベース×
自己資本比率×
自己資本利益率）

利益対応税
（（自己資本費用＋（レートベース×他人資本比率
×有利子負債以外の負債比率×利子相当率））

×利益対応税率）

• 一種接続会計規則「設備区分別費
用明細表」記載の費用の額。

• 「将来原価方式」では、これと通信
量等の実績値を基礎として、合理
的な将来の予測に基づき算定。

 一種指定制度における「将来原価方式」では、一種接続料規則の規定により、
• 「設備管理運営費」について、一種接続会計規則「設備区分別費用明細表」の費用の額及び通信料等

の実績値を基礎として、合理的な将来の予測に基づき算定する、
• 「正味固定資産価額」について、一種接続会計規則「固定資産帰属明細表」の帳簿価額及び通信料等

の実績値を基礎として合理的な予測に基づき算定された額とする、
• 「需要」について、通信料等の直近の実績値に代えて将来の合理的な通信量等の予測値を用いる

こととされている。

 上記３項目における具体的な予測値の算定方法は法令やガイドラインにおいて規定されておらず、一種指
定事業者が自らの経営情報、経営判断等に基づき算定し、接続約款の認可の過程で総務省が算定の適正
性を検証している。



（１） 「需要」の予測値算定方法及び算定結果の例
（NTT東日本が 加入者光ファイバ網について2014（H26）年度から2016（H28）までの接続料を予測した際の事例）

15

 フレッツ光については、年度末契約数が、毎年度、2013（H25）年度事業計画と同数の純増（50万契約）と予測し算定している。

 ダークファイバ、専用線等については、過去の増減等を用いて算定している。



（２） 「固定資産価額」の予測値算定方法及び算定結果の例
（NTT東日本が 加入者光ファイバ網について2014（H26）年度から2016（H28）年度までの接続料を予測した際の事例）

16

 事例では、一種接続会計規則「固定資産帰属明細表」に区分ごとに記載されている2012（H24）の固定資産額を基礎として、
当該区分ごとに設定した「算定方法」により予測値を算定している。

 予測値の「算定方法」としては、「光ケーブルの当年度取得固定資産」（※）、「契約者数変動率」等をベースとしている。
※ フレッツ光のエリア展開、フレッツ光の契約数増及びダークファイバの需要増に応じた設備構築実績を踏まえて予測している。



（３） 「設備管理運営費」の予測値算定方法及び算定結果の例
（NTT東日本が 加入者光ファイバ網について2014（H26）年度から2016（H28）年度までの接続料を予測した際の事例）

17

 事例では、一種接続会計規則「設備区分別費用明細表」に区分ごとに記載されている2012（H24）年度の費用の額を基礎と
して、当該区分ごとに設定した「算定方法」により予測値を算定している。

 予測値の「算定方法」としては、「取得固定資産伸び率」（※）、「契約者数変動率の伸び率」等をベースとしている。
※ フレッツ光のエリア展開、フレッツ光の契約数増及びダークファイバの需要増に応じた設備構築実績を踏まえて予測している。



18

３ 論点



19（１） 対象機能

モバイル研究会中間報告書の指摘

一種指定制度における「将来原価方式」の概要
二種指定制度において「将来原価方式」により

算定する場合の要検討事項

③
適
用
要
件

・ 一種接続料規則により、新規であり、かつ、今後相当の需要が見込まれ
る役務である場合又は接続料の急激な変動を緩和する必要があるとき
に「将来原価方式」を用いることが可能。

・ 現在、いずれも今後相当の需要が見込まれる役務として、NGNに関する
機能と光信号端末回線伝送機能（加入光ファイバ）において用いられてい
る。

・ 二種指定制度では音声伝送交換機能、
データ伝送交換機能、MNP転送機能及び
SMS伝送交換機能の４つのアンバンドル機
能が設定されているところ、「将来原価方式」
の適用はデータ伝送交換機能のみでよいか。

論点

• 二種指定制度では、音声伝送交換機能、データ伝送交換機能、MNP転送機能及びSMS伝送交換機能の４
つのアンバンドル機能が設定されている。

• MNOとMVNOとの公正競争確保の観点から、「将来原価方式」による算定の対象はデータ伝送交換機能の
みとすることでよいか、また、一種指定制度のように「将来原価方式」による算定の対象とするかどうかを指
定事業者の判断に委ねるのではなく、必須とすることでよいか、検討することが必要ではないか。

○第一種指定電気通信設備接続料規則（平成十二年郵政省令第六十四号）（抄）
（接続料の原価及び利潤）

第八条 （略）
２ 接続料の原価及び利潤の算定期間は一年とする。ただし、次に掲げる場合は、第四条に規定する機能に係る接続料の原価及び利潤の算定期間を五年までの期間の範囲

内とすることができる。
一 第一種指定電気通信設備にその電気通信設備を接続する電気通信事業者が第四条に規定する機能（法第三十三条第五項の機能を除く。）を利用して提供しようと

する電気通信役務が新規であり、かつ、今後相当の需要の増加が見込まれるものである場合
二 前号以外の場合であって、接続料の急激な変動を緩和する必要があるとき。

３ （略）



（２） 予測値の算定方法 20

一種指定制度における「将来原価方式」の概要
二種指定制度において「将来原価方式」により算

定する場合の要検討事項

①
合
理
的
な
将
来
予
測
方

法・ 「原価」及び「利潤」の算定の基礎となる「設備管理運営費」と「正味
固定資産価額」について、合理的な将来の予測に基づき算定するこ
と、「需要」について、将来の合理的な通信量等の予測値を使用する
ことが、第一種指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省令第
64号。以下「一種接続料規則」という。）に規定。

・ これらの３項目の具体的な将来予測の方法は、法令やガイドライン
で規定されておらず、基本的に事業者の判断に委ねられており、認可
の過程でその適切性を判断。

・ 一種指定制度と異なり認可制ではないこと、対
象事業者が複数存在することを踏まえ、具体的
な将来予測の方法を予め定める必要があるの
ではないか。

・ 定めることとする場合に、どのような将来予測
の方法とするのが適当か。

・ （略）

• 具体的な予測値の算定方法について、一種指定制度では、一義的には指定事業者の判断に委ねられてい
る。

• 二種指定制度は、一種指定制度とは異なり認可制ではなく届出制であること、指定事業者が複数存在する
ことを踏まえ、具体的な予測値の算定方法を予め定める必要があるか、定めることとする場合、どのような
方法とすることが適当か、検討することが必要ではないか。

• 例えば、次のような事項を予め定めることについて、どう考えるか。（次頁以降参照）
① 算定における事業計画の使用
② 費用区分、資産区分ごとの算定
③ 精度の高い算定の確保
④ 算定方法の検証・見直し

モバイル研究会中間報告書の指摘

論点



① 算定における事業計画の使用

 二種指定事業者は、接続料算定に当たっての重要な要素である設備投資額や減価償却費等に関する事業
計画の策定を行っているものと考えられ、特に翌年度分については相当精度の高い事業計画策定を行って
いるものと考えられる。

 予測値算定は過去の実績値からの推計により行う方法もあるが、ＭＶＮＯにおける将来の接続料の予見性
確保の趣旨に鑑みれば、ＭＮＯが内部で用いている情報と同様の情報に基づいてＭＶＮＯが経営判断でき
るようにすることが重要と考えられる。

例えば、予測値の算定は、原則として、二種指定事業者が策定する事業計画を用いて行うこととし、その補完
として過去の実績値からの推計を用いることとすることについて、どう考えるか。

21



② 費用区分、資産区分ごとの算定 22

 一種指定制度における「将来原価方式」では、
「設備管理運営費」については、一種接続会計「設備区分別費用明細表」の費用区分ごと、
「正味固定資産価額」については、一種接続会計「固定資産帰属明細表」の資産区分ごと

に予測値の算定方法を設定し、予測値の算定を行っている。

 「設備管理運営費」、「正味固定資産価額」の予測値の算定は、それぞれ、項目全体として行うよりも、費用
区分、資産区分ごとに細分して行うことで、より精緻な予測を行うことが可能になると考えられるのではない
か。

例えば、二種指定制度における「将来原価方式」でも、
「設備管理運営費」については、二種接続会計「移動電気通信役務収支表」の費用区分ごと、
「正味固定資産価額」については、二種接続会計「役務別固定資産帰属明細表」の資産区分ごと

に予測値の算定方法を設定し、予測値の算定を行わなければならないこととすることについて、どう考えるか。

また、各費用区分、各資産区分について、予測値のより精緻な算定を行うため、可能な範囲で、それらをさらに
細分して算定を行わなければならないこととすることについて、どう考えるか。



③ 精度の高い算定の確保

 予測値に基づき算定された接続料（予測接続料）と実績値に基づき算定された接続料（実績接続料）の差額
は、より小さくなることが望ましいが、差額の調整を認めた場合、差額をより小さくしようとするインセンティブ
が十分には働かなくなる可能性がある。

 MVNOにとって、接続料はその役務提供の主要な原価であるところ、特に、予測接続料を実績接続料が大
きく上回り、多大な追加的支払いが生じる事態は、経営に大きな影響を与えるものであり、極力回避しなけ
ればならない。

例えば、予測接続料と実績接続料の差額が大きくならないような、特に、予測接続料を実績接続料が大きく上
回ることとならないような措置について、どう考えるか。

23



④ 算定方法の検証・見直し

 モバイル研究会中間報告書では、「接続料の水準や算定根拠などその算定プロセスについて、一層の透明
性の向上を図ることが重要である」とされ、「総務省において、まずは、2019年度に適用される接続料（2018
年度末に届出）から、提出を受けた算定根拠について、審議会への報告を行うとともに、提出した事業者へ
の確認の上、可能な範囲で公表されるようにすることが適当である」と指摘されている。

例えば、予測値の算定方法について、この仕組みの中で、その適正性を検証し、審議会の委員から示された指
摘等に基づき、必要に応じて算定方法の見直しを行うことを、毎年度繰り返し行っていくことについて、どう考え
るか。

24

算定方法

見直し

算定

検証
総務省が検証
審議会に報告



（３） 予測値の算定期間等 25

一種指定制度における「将来原価方式」の概要
二種指定制度において「将来原価方式」により算定する場合

の要検討事項

④
接
続
料
算

定
期
間
等

・ 接続料の算定期間は、一種接続料規則において「５年ま
での期間の範囲内」で選択可能とされている。

・ 直近では、NGNに関する機能においては１年、光信号端
末回線伝送機能（加入光ファイバ）においては３年から４年
の算定期間をNTT東西が設定し、認可申請を行っている。

・ 接続料の算定期間や算定頻度をどのように設定すること
が適当か。例えば、３年分の予測を毎年度行うといった方
法はどうか。

・ 接続料の報告時期について、現在は年度末に提出されて
いるところ、これを早めることは可能か。

モバイル研究会中間報告書の指摘

論点

• 「将来原価方式」による接続料の算定期間、算定頻度について、検討することが必要ではないか。

• 「将来原価方式」は、当年度の接続料に関する予見性が向上する、キャッシュフロー負担が軽減する等のメ
リットがあるともに、将来の複数年度の接続料が算定される場合には、予見性の一層の向上が期待されるも
のであるところ、例えば、予測値の算定期間を単年度ではなく複数年度とすることについて、どう考えるか。

• 他方、移動通信分野については、技術の進展等、接続料の算定に関する環境が今後も変化していくものと
想定されるところ、一種指定制度では３年から４年の算定期間が設定されていたことを踏まえ、例えば、予測
値の算定期間を３年とし、かつ、３年度分の予測値の算定を毎年度繰り返し行うこととすることについて、ど
う考えるか。

• また、接続料の届出時期について、現在は年度末に届出がなされているところ、MVNOの予見性のさらなる
向上の観点から、これを早めることについて検討することが必要ではないか。



26

○第一種指定電気通信設備接続料規則（平成十二年郵政省令第六十四号）（抄）
（接続料の原価及び利潤）

第八条 （略）
２ 接続料の原価及び利潤の算定期間は一年とする。ただし、次に掲げる場合は、第四条に規定する機能に係る接
続料の原価及び利潤の算定期間を五年までの期間の範囲内とすることができる。
一・二 （略）

３ （略）

○第二種指定電気通信設備接続料規則（平成二十八年総務省令第三十一号）（抄）
（接続料の原価及び利潤）

第六条 （略）
２ （略）
３ 接続料の原価及び利潤の算定期間は、一年とする。

（参考） 関係規定

（１）算定期間関係

○第二種指定電気通信設備接続料規則（平成二十八年総務省令第三十一号）（抄）
第十六条 事業者は、法第三十四条第六項の規定により毎事業年度の会計を整理したときに、その結果等及び通信

量等の実績値に基づき接続料を計算するものとする。
２・３ （略）

○MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン（平成29年９月）（抜粋）
接続料算定の早期化等

当年度精算を行う接続協定の場合、最終的な精算に用いられる接続料は、当該接続協定の翌年度末頃に確定する。
このように精算額の確定が遅くなることは、特に、当年度精算を行う、接続料の急激な変動があると認められる場
合等において、ＭＶＮＯの事業の予見性に多大な影響を与えるおそれがある。このため、二種指定事業者は、可能
な限り接続料の算定を早めたり、希望するＭＶＮＯに対して、需要などの算定根拠情報を早期に提示することが望
まれる。

（２）届出時期関係



前々々年度 前々年度 前年度 当年度 翌年度 翌々年度

（４） 予測と実績の乖離の調整① 27

接続料

当年度
予測接続料

算定③

月々の支払い

当年度
予測接続料
算定②

当年度
予測接続料

算定①

実績により精算

乖離額調整

精算

【精算と乖離額調整の適用イメージ（３年間の予測接続料を毎年度算定する場合）】

翌々年度
予測接続料

に反映

当年度
実績接続料

算定
翌々年度等
予測接続料

算定

一種指定制度における「将来原価方式」の概要
二種指定制度において「将来原価方式」により算定する場合

の要検討事項

②
予
測
と
実
績
の
乖
離
の
調
整

・ 一種接続料規則において、予測と実績の差額の調整は予
定されていないが、光信号端末回線伝送機能（加入光ファ
イバ）においては、予測と実績の乖離が外的要因により生
じる可能性もあり、その場合の実績費用と実績収入の乖離
額を事業者のみに負担させることは適当ではないことから、
事業者からの申請により事後的に「乖離額調整」が認めら
れている（一種接続料規則第３条の規定に基づく許可）。

・ 「乖離額調整」は、予測と実績の乖離に起因する接続料の
支払差額を、次期接続料に反映する方法により行われてい
る。

・ 予測と実績の乖離をどのような方法により調整することが
適当か。

※ 二種指定制度で採用されている「精算」は、各社ごとの
精算となるので、市場変化が激しい状況では「乖離額調
整」よりもMVNO間の公平性は確保されるが、予見性の
面で劣る。

※ 「乖離額調整」では、差額が生じる時期と調整がされる
時期が一致しないことから、市場変化が激しい状況にお
いて、MVNO間の公平性が確保されない可能性がある。

・ 調整方法を予め定める必要はあるか。

モバイル研究会中間報告書の指摘



（４） 予測と実績の乖離の調整② 28

予測と実績の乖離による差額について、①調整するかしないか、②調整する場合、「精算」により調整するか
「乖離額調整」により調整するかについて、検討する必要があるのではないか。

①について、モバイル研究会では、ＭＮＯ側から、「仮に算定方式の見直しを検討する場合でも、実際にかかった費用を全額回収する現行
ルールの考え方を逸脱しないことが前提」等の意見が示されている。

②について、「精算」と「乖離額調整」には、下表のとおり支払額の予見性やMVNO間の負担の公平性等の面で相違がある。

精算 乖離額調整

支払額予見性

実績年度の翌年度まで接続料が確定しないため、将来原価
方式に移行しても、仮に予測と実績の差額が大きい場合は予
見可能性が高まらない可能性がある。

精算額の確定が年度途中となることから、MVNOにおいては
年度途中にその期の業績予想を変更するなどの対応が必要
となる可能性がある。

接続料は年度当初の時点で確定値となるため、左記のような
課題は発生しない。

差額調整回数
精算額に係る支出又は収納は１回で行われる可能性がある。 乖離額に係る支出又は収納は毎月の接続料として少なくとも

１年間かけて行われる。

キャッシュフロー 前々年度実績値に基づく比較的高い接続料による毎月の支払いを要しなくなる点は、両者共通。

MVNO間の
負担の公平性

予測と実績の乖離による差額が、実績年度の各MVNOの契約
帯域幅に基づいて１対１で精算されるため、右記のような
MVNO間の負担の不公平は発生しない。

予測と実績の乖離による差額が、翌々年度の接続料に反映さ
れるため、各MVNOの契約帯域幅の変化やMVNOの参入・退
出によって、MVNO間の負担の不公平が発生する。

債権保全
MNOが債権保全が必要と判断したMVNOにおいて、月々の支
払いに係る債権保全だけでなく、精算額についてまで債権保
全をかける必要があるかどうか検討する必要がある。

月々の支払に係る債権保全はかけられる可能性があるが、精
算額自体がないため左記のような課題は発生しない。

なお、 MNOはMVNOからの接続料回収を自らの責任により行うべきであり、MVNOが撤退しMNOが当該MVNOから接続料を回収できず債権が発生した場合は、
乖離額調整方式であったとしてもその債権を乖離額として次期接続料に反映することは適当ではい。

【精算と乖離額調整の比較】

論点
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• ガイドライン策定当初、音声役務とデータ伝送役務では別々の設備が利用されているとの前提で制度設計が行われたが、MNO間で
VoLTEの相互接続が開始される等、両者の設備の一体化が行われている。役務間の費用配賦の実態を検証し、所要のルール整備を
行う必要でがあるのではないか。

• 役務ごとに分計された費用からの接続料原価の抽出については、ガイドラインに例示されているものの、ガイドライン制定時以降見直し
が行われていない。費用抽出の実態を検証し、所要のルール整備を行う必要があるのではないか。

• 上記ルール整備に合わせ、配賦整理書の在り方について検討する必要があるのではないか。

原

価

• 「原価」、「利潤」については、二種接続会計の公表義務により透明性・検証可能性が一定程度確保されているが、「需要」については、
接続料の算出根拠にその値が記載されるのみであり、透明性・検証可能性は確保されていない。「需要」算出方法の実態を検証し、接
続料の算出根拠への記載等所要のルール整備を行う必要があるのではないか。

• MNOは実際に疎通するトラヒックを踏まえて回線容量を設定していると考えられるところ、実トラヒックの報告・公表について検討する必要
があるのではないか。

需

要

• 接続料の算定方法について、これまで、「利潤」については累次の見直しが行われてきたが、「原価」、「需
要」については、必ずしも十分な見直しが行われてきたとは言えない。「将来原価方式」への移行の検討に
併せて、「原価」や「需要」の算定について、さらなる精緻化の観点から検討すべき事項はないか。

【検討課題例】

一種指定制度における「将来原価方式」の概要
二種指定制度において「将来原価方式」により算定する場

合の要検討事項

①合理的
な将来予
測方法

（略） （略） 「原価」及び「需要」の算定方法については、これま
で必ずしも十分な見直しが行われてきたとは言えないと
ころ、さらなる精緻化の観点から検討すべき事項はない
か。

モバイル研究会中間報告書の指摘

論点
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○MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン（平成14年６月策定 平成29年９月最終改定）（抜粋）

原価算定の３ステップ・プロセス
二種接続料規則第６条第１項では、「接続料の原価は、第四条第一項各号に掲げる機能ごとに、当該機能に係る第二種指定設備

管理運営費とする。」とされており、同令第７条第１項では、「第四条第一項各号に掲げる機能に係る第二種指定設備管理運営費
は、当該機能の区分ごとに、当該機能に対応した第二種指定電気通信設備及びこれの附属設備並びにこれらを設置する土地及び施
設（以下「対象設備等」という。）に係る費用の額を基礎として算定するものとする。」とされている。
このことを踏まえ、原価は、ａ及びｂに示す３ステップ・プロセスにより算定する。ただし、二種指定事業者が採用するプロセ

スが３ステップ・プロセスと完全に同一でない場合であっても、最終的に算定される原価に含まれる費用の内容が同程度であると
きは、当該二種指定事業者が採用するプロセスが直ちに否定されるものではない。

ａ （略）

ｂ データ伝送交換機能の回線容量単位接続料（二種接続料規則第４条第２項第１号に掲げる部分に係る接続料）

（ａ）ステップ１においては、移動電気通信役務に係る総費用から音声伝送役務に係る費用を控除してデータ伝送役務に係る費用を抽
出する。

ａ）移動電気通信役務に係る総費用は、設備費、営業費及び間接費に大別される。設備費には、運用費、施設保全費、試験研究費、
研究費償却、減価償却費、固定資産除却費、通信設備使用料及び租税公課が該当し、間接費には、共通費及び管理費が該当す
る。

ｂ）音声伝送役務及びデータ伝送役務に関連する費用は、接続会計規則別表第３に掲げる基準によるほか、適正な基準によりそれ
ぞれの役務に配賦する。

（ｂ）ステップ２においては、データ伝送役務に係る費用から回線容量課金対象外費用を控除して回線容量課金対象費用を抽出する。
ａ）回線容量課金対象外費用には、設備費のうち各契約者が専有的に使用する設備に係る費用 及び接続事業者が使用しない設備

に係る費用 が該当し、営業費のうち料金の請求・回収に係る費用及び基本料収入の確保に係る費用が該当する。
ｂ）回線容量課金対象外費用及び回線容量課金対象費用に明確に分計することが困難なもの（間接費を含む。）がある場合には、

接続会計規則別表第３に掲げる基準によるほか、適正な基準により配賦する。

（ｃ）ステップ３においては、回線容量課金対象費用から接続料原価対象外費用を控除して接続料原価対象費用を抽出し、これを原価
とする。

ａ）接続料原価対象外費用は、ｃに示す考え方に基づいて特定する。
ｂ）接続料原価対象外費用及び接続料原価対象費用に明確に分計することが困難なもの（間接費を含む。）がある場合には、接続

会計規則別表第３に掲げる基準によるほか、適正な基準により配賦する。
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（続き）

ｃ 接続料原価対象外費用となる営業費用

（ａ）営業費
接続料は、設備の使用料ととらえる。したがって、適正な原価は、基本的に設備費であり、営業費は、原則として原価に算入

されるべきではない。しかしながら、次の①から③までに掲げる営業費については、設備の安定的な運用又は効率的な展開に資
することから、設備への帰属が認められるものであり、原価への算入は否定されない。
① 電気通信の啓発活動に係る営業費

電気通信の啓発活動 に係る営業費は、電気通信サービスの健全な利用を確保し、特定地域・時間における設備への負担の集
中を軽減することにより、設備の安定的な運用に資する。

② エリア整備・改善を目的とする情報収集に係る営業費
エリア整備・改善を目的とする情報収集 に係る営業費は、エリア整備・改善に係る調査・計画を補完することにより、設備
の効率的な展開に資する。

③ 周波数再編の周知に係る営業費
周波数再編の周知に係る営業費は、設備の改変等を要する周波数再編の円滑な実施を促進することにより、設備の効率的な
展開に資する。

（ｂ）設備費
設備費であっても、次の①から③までに掲げるようなものについては、接続料として他の事業者に負担を求めることが適当で

ないことから、原価には算入しない。
① 通信設備使用料（自社のネットワークの構築に係るものを除く。）
② 他の事業者が個別に負担している設備費
③ 付加機能の用に供する設備費

（参考） 「原価」算定に係るガイドラインの規定（データ伝送交換機能の場合）



32（参考） 「需要」算定に係るガイドラインの規定（データ伝送交換機能の場合）

○MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン（平成14年６月策定 平成29年９月最終改定）（抜粋）

データ伝送交換機能の回線容量単位接続料の需要

二種接続料規則第１１条第２項では、「需要は、当該接続料を算定する機能ごとの通信量等の実績値とする。」とされており、同令
第１３条第１項第１号では、データ伝送交換機能の回線容量単位接続料は回線容量を単位として設定するものとされている。当該単位
を踏まえ、当該需要はネットワークのデータ伝送容量から合理的に算定される総回線容量とする。


